緑化振興事業補助金交付要綱

（目的）

第１条　市民の緑化思想の普及啓発及び市内の緑化推進の一層の拡充を図るため、緑の活動を行う団体、組織等の活動に要する経費に対し、予算の範囲内でこの要綱により補助金を交付する。

　（補助金の交付対象及び補助額）

第２条　補助金の交付対象となる者は、市内において次に掲げる緑化振興事業を行う団体、組織等とし、補助金の額は１件につき10万円を上限とする。ただし、会長が特に認めた場合はこの限りではない。
(１)　緑化推進事業

(２)　造林等推進事業

(３)　森林保護対策推進事業

(４)　森林愛護少年団等育成事業

(５)　前各号に揚げるもののほか、緑化振興に関し必要と認める事業
（補助金の交付申請）

第３条　補助金の交付の申請をしようとする者（以下｢申請者｣という。）は、補助金交付申請書（様式第１号）及び事業計画書（様式第２号）に別に定める書類を添えて会長に提出しなければならない。

　（補助金の交付決定）

第４条　会長は、前条の規定による補助金の交付の申請があったときは、当該申請に係る書類の審査を行い、補助金を交付すべきものと認めるときは、速やかに補助金の交付を決定し、次条に規定する条件を付して申請者に通知するものとする。

　（補助金の交付条件）
第5条 補助金の交付に当たっては、次の条件を付するものとする。

　(１)　補助に係る事業（以下｢補助事業｣という。）の内容若しくは経費の配分を変更し、又は補助事業を中止し、若しくは廃止しようとするときは、補助事業変更（中止、廃止）承認申請書（様式第３号）を会長に提出し、その承認を受けること。

　(２)　補助事業が予定期間内に完了しない場合又は補助事業の遂行が困難となった場合は、速やかに会長に報告し、その指示を受けること。

　(３)　前２号に掲げるもののほか、補助金の交付の目的を達成するために必要と認める事項。
　（決定の変更）

第６条　会長は、補助事業の内容の変更を承認した場合において、当該変更に伴い補助金の交付の決定の変更を要するときは、補助金の交付の決定の変更をするものとする。

２　第４条の規定は、前項の場合について準用する。

　（補助金の請求）

第７条　第４条の規定による補助金の交付の決定に係る通知（以下｢補助決定通知｣という。）を受けた者（以下｢補助事業者｣という。）は、補助事業が完了したとき、又は補助事業の中止若しくは廃止し、会長の承認を受けたときは、補助金請求（精算）書（様式第４号）及び事業実績書（様式第２号）に別に定める書類を添えて会長に提出しなければならない。
　（補助金の交付）

第８条　会長は、前条の規定による補助金の交付の請求があったときは、当該請求に係る書類を審査し、必要に応じて現地調査を行い、補助事業が補助決定通知の内容に適合すると認めるときは、速やかに補助事業者に補助金を交付するものとする。

　（補助金の交付決定の取消し）

第９条　会長は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当する場合は、補助金の交付の決定の全部又は一部を取り消すことができる。

(１)　第５条に規定する条件に違反したとき。

(２)　補助金を他の用途に使用したとき。

(３)　偽りその他不正の手段により補助金の交付を受けたとき。

２　前項の規定は、補助金の交付をした後においても適用するものとする。

３　第４条の規定は、第１項の規定による取消しをした場合について準用する。

　（補助金の返還）

第10条　補助事業者は、前条の規定により補助金の交付の決定を取り消された場合において、取消しに係る部分に関し既に補助金が交付されているときは、会長の命じるところにより補助金を返還しなければならない。

２　前項の規定は、第６条第１項の規定のよる補助金の交付の決定を変更した場合について準用する。

　（補則）

第11条　この要綱に定めるもののほか必要事項は、会長が別に定める。
　附　則

この要綱は、平成26年２月27日から施行する。
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